
法務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野

38 B　地方に対
する規制緩
和

11_その他 登記所から
都道府県に
直接通知さ
れることとさ
れた登記の
情報への固
定資産評価
額及び建築
年月日情報
の追加

地方税法施行規則第15条
の５の３に、地方税法第
382条第１項の規定を同法
同条第２項において準用す
る場合であって、かつ、同
法第73条の20の２の規定
に基づき当該市町村を包
括する道府県の知事に通
知するときには、土地につ
いては登記所が保有してい
る固定資産評価額を、建物
については登記所が保有
している固定資産評価額及
び建築年月日を追加するこ
と。

【制度改正の経緯】
令和元年地方分権改革に関する提案募集における「不動産取得税の課税資料として、登記所
からの不動産登記情報の電子データ提供を可能にする」との提案を受けて、令和４年度税制改
正にて、令和５年４月１日から、登記所から都道府県への登記済通知書の直接送付が行われる
こととなった。
【支障事例】
今般、登記所から都道府県へも直接登記の情報について通知されることとなったものの、現行の
登記の情報のみでは、不動産取得税の課税等はできないことから、不動産取得税事務に関する
市町村及び都道府県の事務負担の大きさは変わらない。
当市所在都道府県内では、市町村が、登記所から受けた登記の情報の通知に、当該不動産の
固定資産評価額や建築年その他参考事項等を加えて、都道府県へ通知しており、市町村の事
務に多大な負担が生じている。
また、都道府県によっては、都道府県が自ら登記の情報及び不動産の固定資産評価額を把握
する事務を実施しなければならない場合もあり、事務に多大な負担が生じている。
【制度改正の必要性】
自ら登記の情報及び不動産の固定資産評価額を把握する事務を実施している県の中には、こ
の事務に年間延べ700日、2,200人以上の労力を要しているところ、提案が実現した際には、この
労力を削減することができると見込まれる県がある。
また、当市をはじめとした、市町村が、登記所から受けた登記の情報の通知に、当該不動産の
固定資産評価額や建築年その他参考事項等を加えて、都道府県へ通知することとしている市町
村についても、提案が実現した際には、この労力を削減することができる。
さらに、新築又は中古の住宅及び住宅用の土地に係る特例措置（地方税法第73条の14第１項、
同法同条第３項及び同法第73条の24第１項から第３項）の適用については、令和４年度税制改
正にて、都道府県が当該特例措置の要件に該当すると認める場合には、納税義務者からの申
告がなくとも当該特例措置を適用することができるようになったことから、提案が実現した際に
は、課税前に都道府県が当該特例措置の要件に該当するか否かを確認することができるように
なるため、納税義務者の手続き負担の軽減が図られるとともに、申告受理事務や税額更正及び
還付事務を削減することができる。
以上から、国及び地方を合わせて、国全体としての行政コストを最小化するという観点及び納税
義務者の手続き負担の軽減を図るという観点から、本件支障の解消を早急に実施すべきと考え
る。

市町村及び都道府県相互の事務負担及び納税義務者
の手続き負担の大幅な軽減が図られる。
また、不動産取得税の課税等の事務については、従前
の紙媒体中心の事務から、登記所から都道府県へ提
供される不動産登記情報の電子データを中心とした事
務になり得ることなどから、地方税の分野における更な
るデジタル化を促進することに寄与する。

地方税法第73条の
14、地方税法第73
条の20の２、地方税
法第73条の24、地
方税法第382条、地
方税法施行規則第
15条の５の３

総務省、法務
省

館林市、浜松
市、鹿児島市

○市の用地取得事業において、土地所有者や相続人の探索を実施しようとする場合、土地所有者の登記名義人
の住所地や戸籍地市町村に対して、住民票や戸籍の写しの公用申請を行う必要があるが、当市においても１回の
公用申請について２週間から３週間の期間がかかり、全ての確認を行うために相当な時間を要している。

所有者不明土地対策として住民基本台帳ネットワークシステムの活用
が想定される事務について調査を行ったところであり、その調査結果も
踏まえつつ、ご提案の内容も含めた住民基本台帳ネットワークシステ
ムの活用について、必要な対応を検討することとしたい。

第１次回答において、「必要な対応を検討することとしたい」とされてい
るが、所有者不明土地対策としての住基ネットの活用について、幅広く
住基ネットの利用を可能とする方向で検討すると理解してよいか。
また、その場合、具体的に住基ネットを利用可能とする事務の範囲や
今後のスケジュールについて御教示いただきたい。
地方公共団体等の事務負担の軽減や事務の迅速化及び住民サービ
スの向上に資するため、関係府省で行われた調査結果を踏まえつつ、
所有者不明土地対策としての住基ネットの利用範囲の拡大を幅広に行
うよう前向きな検討をお願いしたい。

42 B　地方に対
する規制緩
和

09_土木・
建築

土地所有者
探索等のた
めの住民基
本台帳ネット
ワークシステ
ムの利用範
囲拡大

市町村が行う所有者不明
土地の利用の円滑化等に
関する特別措置法等に基
づく土地所有者探索等の
最新の住所情報の調査を
行う事務など、幅広く住民
基本台帳ネットワークシス
テムを利用できるようにす
るための住民基本台帳法
の改正を求める。
また、国の機関や他の市町
村等から、所有者不明土地
対策等のために行われる
住民票の写しの公用請求
に係る事務負担の軽減や
事業者からの土地使用権
等の取得のための裁定申
請等に添付する住民票の
写しの提出を省略するた
め、国の機関や都道府県、
市町村等の住民基本台帳
ネットワークシステムの利
用範囲の拡大に係る住民
基本台帳法の改正を求め
る。

市が所有者不明土地で事業を実施するために、所有者不明土地法第39条第２項に基づく土地
所有者の探索を実施しようとする場合、土地所有者の登記名義人の住所地市町村に対して、住
民票の写しの公用請求を行う必要があるが、当市においては調査期間に約４ヶ月、事業完了ま
で約２年と多大な時間を要したことがあり、円滑な事業実施の支障となっている。
また、国の機関や他の市町村等からの所有者の探索等に係る住民票の写しの公用請求が求め
られていることから、公用請求の対応に伴う事務負担が生じており、更に、事業者からの裁定申
請等に住民票の写しの添付を求めていることにより、事業者の住民票の写しの申出に係る住民
票発行業務が市町村側に発生し、それについて事務負担が生じている。

業務の効率化と事業の円滑化が可能となり、ひいては
住民サービスの向上につながる。
また、住基ネットの利用範囲の拡大により、申請者から
の住民票の写しの添付の省略を図ることで、申請者の
負担軽減につながる。

B　地方に対
する規制緩
和

11_その他 林地台帳の
作成・更新に
関する事務
について住
民基本台帳
ネットワーク
システムを利
用可能とする
見直し

森林法第191条の４に基づ
く林地台帳作成・更新事務
において、相続等による新
たな森林所有者情報を円
滑に取得できるよう、住民
基本台帳法別表に当該事
務を追加し、住民基本台帳
ネットワークシステムの利
用を可能とすることを求め
る。

市区町村は、意向調査や経営管理権集積計画の策定等において、対象となる森林所有者の氏
名及び住所等を特定するために、森林法第191条の４に基づく林地台帳を基礎データとして活用
している。
現在、当市における林地台帳の作成・更新は、法務局から提供された不動産登記簿情報や登記
済通知書情報、課税部局から提供された固定資産課税台帳等の情報をもとに行っている。
しかしながら、課税されていない山林は、固定資産課税台帳では正確に確認できない場合があ
り、依然として戸籍謄本や住民票等の公用請求により、森林所有者の氏名及び現住所を特定
し、林地台帳を更新している。
また、森林所有者が転出をしている場合は、現住所を特定するまでにさらなる調査を行う必要が
ある。さらに、森林所有者が死亡している場合は、戸籍謄本、除籍謄本等を当該対象市区町村
に対して公用請求を行い、法定相続人を調査する必要があり、林地台帳の更新に多くの業務時
間を費やしている。当市においても特に事務負担の大きい市外への郵送請求は毎年度150～
200件程度行っており、法定相続人が何代にもわたる場合や転籍等を繰り返すなど調査が長期
化し、法定相続人全員の現住所の特定に８カ月を要した事例もある。
加えて、森林所有者特定のための公用請求に係る業務は、今後、全国的にもさらに増大していく
ことから、公用請求を受ける各市区町村の戸籍・住基担当課では、多大な事務量が過重な負担
となる懸念がある。
なお、都道府県においても県有林を所管していることから、所有者の特定において、同様の支障
が生じている。

第１次回答において、「必要な対応を検討することとしたい」とされてい
るが林地台帳の作成・更新に関する事務の住基ネットの活用を含め、
幅広く住基ネットの利用を可能とする方向で検討すると理解してよい
か。
また、その場合、具体的に住基ネットを利用可能とする事務の範囲や
今後のスケジュールについて御教示いただきたい。
本提案内容や所有者不明土地対策として住基ネットの活用が想定され
る事務についての調査結果等を踏まえた上で、林地台帳の作成・更新
に関する事務の住基ネットの活用を含む幅広い事務において住基ネッ
トの利用を可能とする制度改正を前向きに進めていただきたい。
加えて、地方公共団体等の事務負担の軽減や事務の迅速化及び住民
サービスの向上に資するため、住基ネットの利用範囲の拡大を幅広に
行うよう検討を進めていただきたい。

提案事項名

住民基本台帳法第
30の９、第30条の
10、第30条の11、第
30条の12、第30条
の15、住民基本台
帳法別表第一から
第六までの総務省
令で定める事務を定
める省令第２条、第
３条、第４条、第５
条、森林法第10条
の７の２、第191条の
４、第191条の５

総務省、農林
水産省

住民基本台帳法第
30条の９、第30条の
10第１項第１号、第
30条の11第１項第１
号、第30条の12第１
項第１号、第30条の
15第１項第１号及び
第２項第１号、住民
基本台帳法別表第
一から別表第六まで
の総務省令で定め
る事務を定める省令
第１条から第６条

総務省、国土
交通省

山口市

森林所有者を特定する際の住民基本台帳ネットワーク
システムの利用を可能とすることで、森林所有者の本
人確認情報（生存状況や現住所）を即時に確認し、公
用請求に係る事務の効率化、省力化が図られ、速やか
な林地台帳の更新につながる。
併せて、公用請求に係る請求側、請求を受ける側の双
方の自治体の事務負担も大幅に軽減され行政の合理
化に資する。

北広島市、
宮城県、福
島県、栃木
県、千葉
県、新潟県

別添資料あり 北海道、室蘭
市、北見市、
網走市、江別
市、赤平市、
深川市、伊達
市、別海町、
森町、青森
県、岩手県、
花巻市、遠野
市、紫波町、
山形県、いわ
き市、茨城
県、八王子
市、十日町
市、富山県、
石川県、福井
市、名古屋
市、豊橋市、
豊田市、常滑
市、大阪府、
枚方市、柏原
市、兵庫県、
加古川市、南
部町、出雲
市、山口県、
周防大島町、
さぬき市、愛
媛県、宇和島
市、八幡浜
市、愛南町、
熊本市、都城
市、西都市、
門川町

○当市においては、不動産取得税にかかる評価額等の照会に対する回答事務の負担が軽減される。それにより、
本来の課税事務に集中することができる。
○毎月、市町村に出向き固定資産台帳の閲覧調査や郵送による価格等照会調査を行っている。閲覧調査では必
要事項を手で書き写すため、職員にとって正確性を強く求められることによる負担が大きいこと、価格等照会では
市町村職員に同様の負担をかけているのが実態であることから、登記の情報に固定資産評価額が追加されること
により、都道府県と市町村職員の負担軽減が可能となる。また、令和４年度税制改正により、住宅の特例措置（地
方税法第73条の14第１項及び第３項並びに同法第73条の24第１項から第３項）の適用を客観的に認めるために、
都道府県は要件の１つである建築年月日を必要とするため、これが追加されることにより、課税前に都道府県が当
該特例措置の適用が判断できる範囲が広がる。
○年間180時間ほど労力を割いており、データの集積により軽減できる労力である。
○現在当市では、都道府県が不動産の固定資産評価情報をメールや直接当市への来庁により把握している。この
ため、要望のとおりになれば、都道府県が当市に対し調査する事項が軽減されるため事務の効率化につながると
考えられる。
○当町においても登記済通知書を振興局に送付する際、固定資産税評価額を付して資料を送付しており、業務量
の増大を招く一因になっている。登記所から都道府県に直接登記済通知書情報が提供されるのと合わせて、登記
所が保有している固定資産税評価額も提供されれば、当町税務課の業務軽減につながることが期待できる。
○現行の登記の情報のみの提供では、不動産取得税の課税等はできないことから、不動産取得税事務の担当者
が、市町村の固定資産税課税部署へ来庁の上、直接照会を行っており、回答する市町村側でも相当の事務時間を
費やしている。既に多くの市町村が、地方税法第422条の３に基づく通知（評価額通知）を、紙媒体と併せて電子
データで登記所へ送信しており、登記所側で当該データを活用することによって、本提案は実現可能と考える。ま
た、地方税法第422条の３に基づく通知についても、提供手段を電子データのみに変更し、地方税の賦課徴収に係
る事務のデジタル化の推進を実現すべきと考える。
○当県においては今後登記済通知データの活用について検討することとなるが、固定資産課税台帳の内容（特に
評価額）については情報がないため、当該データだけでは不動産取得税の課税はできない。本提案が実現すれば
県内市町に負担をかけることなく、なおかつ当県の不動産取得税担当職員の負担を軽減することができる。
○県から当市に対する固定資産評価額に係る照会が無くなることから、当市業務の負担軽減が図られる。
○登記所からの通知では、固定資産価評価額および建築年月日の情報が得られず、別途調査が必要である。

提案中の支障事例に、「今般、登記所から都道府県へも直接登記の情
報について通知されることとなったものの、現行の登記の情報のみで
は、不動産取得税の課税等はできない」とあるが、まず前提として、地
方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）における地方
税法第73条の20の２を新設した趣旨は、不動産取得税の課税の端緒
となる情報として、不動産の取得に係る登記の情報を通知するというも
のであり、当該通知を用いて課税額の算出を行うことを想定したもので
はない。
そもそも、固定資産税評価額は、法務局が登記情報として保有する情
報ではなく、登録免許税の算出のために市町村や申請人から提供を受
けることにより知り得ている情報にすぎず、法務局において管理してい
る情報ではなく、また、法務局において当該評価額の真正性を担保す
ることができないことから、登記情報と固定資産税評価額情報を関連
付けて提供することは困難である。
なお、都道府県が課税主体である不動産取得税は、固定資産税と同
様に、適正な時価を課税標準とするとともに、固定資産評価基準によっ
て評価額を決定するものである。そのため、現行制度においては、固
定資産課税台帳に評価額が登録されていない不動産については都道
府県が評価額を決定して市町村に通知し、固定資産課税台帳に評価
額が登録されている不動産については市町村が都道府県に評価額を
通知することとしている。このように、市町村と都道府県が相互に評価
額を通知し合うことで、適切かつ効率的に不動産取得税及び固定資産
税の課税を行う仕組みとしている。

本提案の対象である承継取得分に関する固定資産評価額について
は、地方税法第422条の３に基づき、市町村から登記所へ全件通知さ
れるとともに、固定資産評価額に修正が生じた場合においても市町村
から登記所への通知がなされており、登記所は登録免許税の算定時
において地方税法第422条の３に基づく通知による固定資産評価額を
使用しているのではないか。
さらに、現に都道府県によっては、都道府県が登記所へ臨場して登記
情報と固定資産評価額を閲覧して、不動産取得税事務を実施している
など、不動産取得税の課税主体は都道府県であることから、そもそも
登記所で保有している情報を都道府県へ渡すことについて、真正性の
担保が必要である理由をお示しいただきたい。
当市としては、令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２
年12月18日閣議決定）において、「市町村長から登記所への通知（地
方税法422条の３）がオンラインで行われる場合における登記官による
登録免許税の額等の調査（登録免許税法26条１項）については、当該
通知のオンラインによる全国的な実施状況等を踏まえつつ、当該通知
により得た固定資産評価額の電子データにより行う仕組みの構築等必
要な措置を講ずる。」としていることは承知しているが、遅くてもこのタイ
ミングで実現は可能と考えられることから、実現に向けて、積極的な検
討をお願いしたい。

管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解各府省からの第１次回答

提案区分

追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例求める措置の具体的内容

125 福井市、福
井県

花巻市、秋田
県、渋川市、
新潟県、金沢
市、長野県、
可児市、下呂
市、滋賀県、
枚方市、広島
市、熊本市

○林地台帳の更新を登記情報等の照会により行っている。森林経営管理法に基づく意向調査や集積計画作成に
当たって、林地台帳、登記情報により所有者調査を行っているが、数世代にわたって相続登記が行われていない
ため、公用請求により戸籍及び住民票を請求している。令和３年度の公用請求の実績は1127件に上っている。
○当県においても、林地台帳更新のために各市町村が多大な労力を費やしており、業務の効率化を図ることは非
常に重要である。

所有者不明土地対策として住民基本台帳ネットワークシステムの活用
が想定される事務について調査を行ったところであり、その調査結果も
踏まえつつ、ご提案の内容も含めた住民基本台帳ネットワークシステ
ムの活用について、必要な対応を検討することとしたい。



法務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

前段
通知等

令和４年８月31日 令和４年８月31日に「税務システ
ム標準仕様書【第2.0版】」を策定
し、当該仕様書の中で、価格等
の通知の通知項目として固定資
産評価額や建築年月日等を定
めるとともに、これらの情報を
CSV形式で出力する機能を実装
必須機能として要件化した。

後段
検討中

令和８年秋 令和８年秋にリリース予定の次
期eLTAX更改のタイミングにあ
わせて、価格等の通知のオンラ
イン化も検討を進めている。

令和８年秋にリリース予定の次
期eLTAX更改のタイミングにあ
わせて、価格等の通知のオンラ
イン化も検討を進める。

－

－

【北海道】
家屋の建築年月日については、法務局において管理している情報であ
ることから、登記情報と合わせて提供いただくことができるものと考え
る。
【豊田市】
都道府県宛の地方税法第73条の18第３項の規定に基づく不動産の取
得の事実の通知及び同法第73条の22の規定に基づく固定資産税課税
台帳に登録された不動産の価格等の通知については、税務システム
等標準仕様書に規定された事項であるが、システム稼働まで３年余あ
り、その間においては支障事例が解消されない。また、システム導入に
あたり、市町村において多額の財政支出を伴うこと、各ベンダーにおい
て人的リソース確保に苦慮している現状を鑑みるに、令和８年度の一
斉稼働に対し、懐疑的な見解も一部あることから、地方税法第422条の
３に基づく通知をデータとして提供を受けており、当該データの活用が
見込める登記所については、その間、固定資産評価額及び建築年月
日情報の追加を行い、事務負担の緩和を図られたい。

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

対応方針の措置（検討）状況

【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。

第１次ヒアリングにおいて、提案を実現する方向で検討する旨の説明
があったが、多くの共同提案団体及び追加共同提案団体から支障事
例が示されており、地方公共団体等の事務負担の軽減や事務の迅速
化及び住民サービスの向上に資するためにも、住基ネットの利用範囲
の拡大を幅広に行うよう、速やかに検討を進めていただきたい。

所有者不明土地法に基づく土地所有者探索に係る事務について、住
民基本台帳ネットワークシステムを利用可能とするための必要な措置
を講じることとしたい。
加えて、所有者不明土地対策として住民基本台帳ネットワークシステム
の活用が想定される事務について、関係府省に調査及びヒアリングを
行ったところであり、事務の内容を精査した上で、住民基本台帳ネット
ワークシステムの利用範囲を拡大することについて検討し、必要な措
置を講じることとしたい。

５【総務省(16）（ⅱ）】【法務省（９）】【農林水産省（７）】【国土交通省（20）】
住民基本台帳法（昭42法81）
以下に掲げる場合など、所有者不明土地対策として住民基本台帳ネットワークシ
ステムの活用が想定される事務については、住民基本台帳ネットワークシステム
から本人確認情報の提供を受けることができるものとする。
・森林法（昭26法249）に基づき、市町村が林地台帳の作成に関する事務を処理
する場合
・農地法（昭27法229）に基づき、農業委員会が利用意向調査又は農地台帳の作
成に関する事務を処理する場合及び市町村長が遊休農地に係る措置命令に関
する事務を処理する場合
・不動産登記法（平16法123）に基づき、登記官が地図作成事業に関する事務を
処理する場合、登記官が職権で行う表示登記に関する事務を処理する場合及び
法務局又は地方法務局の長が筆界特定制度に関する事務を処理する場合
・農地中間管理事業の推進に関する法律（平25法101）に基づき、農業委員会が
不確知共有者の探索に関する事務を処理する場合
・森林経営管理法（平30法35）に基づき、市町村が経営管理権集積計画の作
成、経営管理意向調査、不明森林共有者の探索、不明森林所有者の探索及び
災害等防止措置命令に関する事務を処理する場合
・所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平30法49）に基づ
き、国の機関又は都道府県知事若しくは市町村長が土地所有者等探索に関す
る事務を処理する場合及び登記官が長期相続登記等未了土地の所有権の登記
名義人になり得る者の探索に関する事務を処理する場合
・表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令元法15）に
基づき、登記官が表題部所有者不明土地の所有者等の探索に関する事務を処
理する場合

森林法に基づく林地台帳作成・更新事務について、住民基本台帳ネッ
トワークシステムを利用可能とするための必要な措置を講じることとし
たい。
加えて、所有者不明土地対策として住民基本台帳ネットワークシステム
の活用が想定される事務について、関係府省に調査及びヒアリングを
行ったところであり、事務の内容を精査した上で、住民基本台帳ネット
ワークシステムの利用範囲を拡大することについて検討し、必要な措
置を講じることとしたい。

５【総務省(16）（ⅱ）】【法務省（９）】【農林水産省（７）】【国土交通省（20）】
住民基本台帳法（昭42法81）
以下に掲げる場合など、所有者不明土地対策として住民基本台帳ネットワークシ
ステムの活用が想定される事務については、住民基本台帳ネットワークシステム
から本人確認情報の提供を受けることができるものとする。
・森林法（昭26法249）に基づき、市町村が林地台帳の作成に関する事務を処理
する場合
・農地法（昭27法229）に基づき、農業委員会が利用意向調査又は農地台帳の作
成に関する事務を処理する場合及び市町村長が遊休農地に係る措置命令に関
する事務を処理する場合
・不動産登記法（平16法123）に基づき、登記官が地図作成事業に関する事務を
処理する場合、登記官が職権で行う表示登記に関する事務を処理する場合及び
法務局又は地方法務局の長が筆界特定制度に関する事務を処理する場合
・農地中間管理事業の推進に関する法律（平25法101）に基づき、農業委員会が
不確知共有者の探索に関する事務を処理する場合
・森林経営管理法（平30法35）に基づき、市町村が経営管理権集積計画の作
成、経営管理意向調査、不明森林共有者の探索、不明森林所有者の探索及び
災害等防止措置命令に関する事務を処理する場合
・所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平30法49）に基づ
き、国の機関又は都道府県知事若しくは市町村長が土地所有者等探索に関す
る事務を処理する場合及び登記官が長期相続登記等未了土地の所有権の登記
名義人になり得る者の探索に関する事務を処理する場合
・表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令元法15）に
基づき、登記官が表題部所有者不明土地の所有者等の探索に関する事務を処
理する場合

【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。
【全国町村会】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

第１次ヒアリングにおいて、提案を実現する方向で検討する旨の説明
があったが、多くの共同提案団体及び追加共同提案団体から支障事
例が示されており、地方公共団体等の事務負担の軽減や事務の迅速
化及び住民サービスの向上に資するためにも、住基ネットの利用範囲
の拡大を幅広に行うよう、速やかに検討を進めていただきたい。

法律 令和５年中 所有者不明土地対策として住民基
本台帳ネットワークシステムの活用
が想定される事務について、住民基
本台帳ネットワークシステムの利用
を可能とする、地域の自主性及び自
立性を高めるための改革の推進を
図るための関係法律の整備に関す
る法律（令和５年法律第58号）が成
立した。

左記法律による住民基本台帳法の
改正を踏まえ、関係省令の整備等、
必要な対応を行う。

法律 令和５年中 所有者不明土地対策として住民基
本台帳ネットワークシステムの活用
が想定される事務について、住民基
本台帳ネットワークシステムの利用
を可能とする、地域の自主性及び自
立性を高めるための改革の推進を
図るための関係法律の整備に関す
る法律（令和５年法律第58号）が成
立した。

左記法律による住民基本台帳法の
改正を踏まえ、関係省令の整備等、
必要な対応を行う。

【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。
【全国町村会】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。

令和８年度を目途に移行することとされている固定資産税に係るシス
テム標準化及び令和８年度中に予定されている地方税ポータルシステ
ム（eLTAX）の改修により市町村から都道府県への通知に係るオンライ
ン化が進めば、提案団体の支障事例は解消されるのか。
仮に解消され、地方公共団体の事務負担が軽減されるのであれば、第
２次ヒアリングにおいて資料等を用いて具体的に示していただきたい。
令和８年度までの期間においても、地方公共団体の負担軽減を図るた
め、何らかの措置を講じることは考えられないか。

現在、地方税法第73条の22の規定に基づく市町村から都道府県への
固定資産評価額等の通知（以下「価格等の通知」という。）について電
子化の取組みを進めている。
具体的には、地方団体のシステム標準化に伴い、本年８月31日に「税
務システム標準仕様書【第2.0版】」を策定し、当該仕様書の中で、価格
等の通知の通知項目として固定資産評価額や建築年月日等を定める
とともに、これらの情報をCSV形式で出力する機能を実装必須機能とし
て要件化した。
このシステム標準化は、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令
和４年６月７日閣議決定）に基づき、目標時期である令和７年度まで
に、原則全ての市町村が標準仕様書に準拠したシステムに移行するこ
ととされていることから、令和８年度から原則全ての市町村は価格等の
通知をCSV形式で出力することが可能となる見込みである。
その上で、地方税共同機構において、令和８年秋にリリース予定の次
期eLTAX更改のタイミングにあわせて、価格等の通知のオンライン化も
検討されているところである。
このように、今後、システム標準化や市町村と都道府県との間の通知
のオンライン化を進めることによって、市町村と都道府県双方の事務負
担軽減を図ってまいりたい。

５【総務省（12）（ⅲ）】【法務省（３）】
地方税法（昭25法226）
固定資産課税台帳に登録された不動産の価格等の通知（73条の22）について
は、地方公共団体の事務負担を軽減するため、令和７年度までに予定している
地方公共団体の基幹業務等システムの統一・標準化に伴って策定した標準仕様
書（通知項目として固定資産評価額、建築年月日等を規定）により、電子データ
で出力することを可能とする。また、令和８年度に予定されている地方税のオン
ライン手続のためのシステム（eLTAX）の更改に合わせて、当該システムを活用
して電子的に通知することを可能とする。



法務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野

提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解各府省からの第１次回答

提案区分

追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例求める措置の具体的内容

06_環境・
衛生

B　地方に対
する規制緩
和

144 広島県、宮
城県、広島
市、愛媛
県、中国地
方知事会

デジタル庁、
総務省、法務
省、環境省

廃棄物の処理及び
清掃に関する法律
第14条、第14条の
４、第15条、廃棄物
の処理及び清掃に
関する法律施行規
則第９条の２、第10
条の４、第10条の
12、第10条の16、第
11条

登記事項証明書について、登記情報連携の利用拡大に伴う効果、影
響等に関する調査・分析を踏まえ、要望対応をご検討いただけるとのこ
とで、よろしくお願いする。
本籍地情報の入手にあたっては、免許証とマイナンバーカードの統合
（2024年度末予定）を契機とし、マイナンバーカードを活用して情報入
手を可能とする等の制度構築に期待しているところである。現時点で住
民票の写しの添付については、本籍地取得の目的に鑑み、現時点で
の対応が困難な旨は理解するが、国民負担の軽減のため、ご回答の
とおり、本籍地の確認を可能とする他の手法を含め、既存の枠組みに
とらわれない柔軟な発想による検討を進めていただきたい。

登記事項証明書については、令和４年度中に一部の地方公共団体を
対象に登記情報連携の先行運用を開始することとしており、また、令和
５年度までに、登記情報連携の利用拡大に伴う効果、影響等に関する
調査・分析を実施することとしている。こうした登記事項証明書の添付
省略に関する全体的な取組の中で、御要望への対応について必要な
検討を行うこととする。
住民票については、氏名・住所等を確認するとともに、廃棄物の処理及
び清掃に関する法律及び同法施行規則で定める許可の欠格要件に該
当しないかどうかを審査するための犯歴照会を可能とする目的で本籍
の記載のある住民票の写しの提出を求めている。欠格要件の犯歴照
会には個人を特定する情報として番地までの本籍情報が必要であると
ころ、マイナンバー制度における戸籍情報連携においては、個人を特
定する情報としての本籍地の情報を連携できず、市町村コードまでに
限られるため、現時点では対応が困難であるが、本籍地の確認を可能
とする他の手法を含め必要な検討を行う。

○住民票や登記事項証明書の内容をもとに市町等への欠格照会を行っている。申請者、行政双方の効率化、審
査の迅速化のためには、マイナンバー等により欠格事項への確認ができるよう、必要な措置を講じていただきた
い。（Ｒ３欠格照会：年17,000件超）

青森県、さい
たま市、清瀬
市、川崎市、
静岡県、熊本
市、大分県

申請に当たって、添付書類が少なくなるほか、申請者
による書類の取得作業がなくなるなど、申請者、行政
双方の効率化が図られる。

廃棄物処理業許可にあたり、法人にあっては登記事項証明書、個人にあっては住民票の写しを
添えなければならないと施行規則に規定されおり、申請者が各行政窓口で取得し、書面を提出
する必要がある。また、これにより電子申請への移行が困難となっている。

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律に定める産業
廃棄物処理業許可申請に
あたり、登記事項証明書又
は住民票の写しの書面提
出によらずに、例えばマイ
ナンバー制度における情報
連携等により電子上での内
容確認が可能となるよう、
必要な措置を講じること。

産業廃棄物
処理業許可
申請書類に
おける住民
票及び登記
事項証明書
についてマイ
ナンバー情
報等により電
子上での確
認を可能とす
ること



法務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

対応方針の措置（検討）状況

５【デジタル庁（８）】【総務省（17）】【法務省（10）】【環境省（１）】
住民基本台帳法（昭42法81）及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭45法
137）
（ⅰ）廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、産業廃棄物処理業の許可
などに関する事務を処理する場合については、住民基本台帳ネットワークシステ
ムから本人確認情報（住民基本台帳法30条の６第１項。以下同じ。）の提供を受
けることができるものとする。
（ⅱ）廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく手続については、許可等の
申請であって、既得の本籍にかかる情報に変更がない場合等について、令和５
年度中に省令を改正し、住民基本台帳ネットワークシステムから本人確認情報
の提供を受けることにより住民票の写しの添付を省略することを可能とする。
また、その他の場合について、住民票の写しの添付の省略を可能とすることにつ
いて検討し、令和５年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。
（ⅲ）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下この事項において「法」という。）
に基づく産業廃棄物処理業の許可（法14条１項又は６項）、特別管理産業廃棄
物処理業の許可（法14条の４第１項又は６項）及び産業廃棄物処理施設の許可
（法15条１項）等における登記事項証明書の添付については、「デジタル社会の
実現に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定）に基づき、令和４年度中に
一部の地方公共団体を対象とした登記情報連携の先行運用を開始するととも
に、更なる利用拡大に向けて、令和５年度に実施する登記情報連携の利用拡大
に伴う効果、影響等に関する調査・分析結果等を踏まえ、登記事項証明書の添
付省略を全国の地方公共団体へ拡大するための必要な対応について検討し、
令和５年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

登記事項証明書については、第１次回答で提示した方針のとおり御要
望への対応について引き続き検討を行う。
住民票の写しの書面提出については、本籍地の確認を可能とする他
の手法を検討することを含め、廃棄物処理法における手続き全体につ
いて多角的な視点から手続きの合理化の検討を行う。

【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。

－ （ⅰ）
法律

令和５年中 産業廃棄物処理業の許可などに関
する事務について、住民基本台帳
ネットワークシステムの利用を可能と
する、地域の自主性及び自立性を高
めるための改革の推進を図るための
関係法律の整備に関する法律（令和
５年法律第58号）が成立した。

左記法律による住民基本台帳法の
改正を踏まえ、関係省令の整備等、
必要な対応を行う。

（ⅲ）検討中 令和６年度以降 デジタル庁・法務省にて、地方公共
団体において登記事項証明書の提
出を求めている各種手続の実態等
に関する調査を実施した。また、当
該結果等を踏まえ、登記情報連携に
ついて地方公共団体へ拡大する方
向で、登記事項証明書の添付省略
に関する実施計画（令和４年３月28
日　デジタル庁・法務省）を策定し
た。同計画に基づき、令和５年２月か
ら、一部の地方公共団体を対象に登
記情報連携の先行運用を開始した
（現在、東京都、和歌山県、ひたちな
か市、川崎市、広島市で先行運用を
実施中）。また、令和５年４月から、
登記情報連携の利用拡大に伴う効
果、影響等に関する調査・分析事業
を開始した。

現在、登記情報連携の利用拡大に
伴う効果、影響等に関する調査・分
析を実施中であり、その内容等を踏
まえ、登記事項証明書の添付省略を
全国の地方公共団体へ拡大するた
めの必要な対応について検討し、令
和５年度中に結論を得る。その結果
に基づいて必要な措置を講ずる。

（ⅱ）後段
検討中

令和５年度 検討中 既得の本籍にかかる情報に変更が
ない場合等以外の場合について、住
民票の写しの添付の省略を可能とす
ることについて検討し、令和５年度中
に結論を得る。その結果に基づいて
必要な措置を講ずる。

（ⅱ）前段
省令

令和５年度 検討中 （ⅰ）の法律による住民基本台帳法
の改正を踏まえ、関係規定の整備
等、必要な対応を行う。



法務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野

提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解各府省からの第１次回答

提案区分

追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例求める措置の具体的内容

213 A　権限移譲 07_産業振
興

事業協同組
合等の設立
認可等に関
する事務の
都道府県へ
の権限移譲

中小企業等協同組合法に
基づく２以上の都道府県の
区域にわたる事業協同組
合等の設立の認可、定款
変更の認可、報告の徴収、
検査等、法令等の違反に
対する処分等の事務につ
いて、法務省から都道府県
へ権限の移譲。

２以上の都道府県の区域にわたる事業協同組合で、組合員の資格として定款に定められている
事業が複数省庁の所管にわたる場合、各省庁の事務処理の進捗状況が様々であり、認可まで
に多くの日数を要している。
例えば、法律事務所事業の他、７省庁の所管事業を組合員の資格として定款に定める事業協同
組合が、組合員の新規加入により定款を変更する場合、申請から認可までに２～３カ月要するた
め組合員の新規加入手続きが遅れ、当該組合員が、組合加入による利益を受けることができる
までに過大な時間を要する等の支障が生じている。また、事業協同組合は各省庁に対し手続き
を行わなければならず、県内を活動地区とする組合に対して統一的な対応を行うことができな
い。当県における法務省所管分の認可等の実績は、過去３年間で７件である。
一方、厚生労働省（地方厚生局所管業務）、農林水産省、経済産業省及び国土交通省（地方運
輸局又は地方整備局所管業務）の所管分は、２以上の都道府県の区域にわたる事業協同組合
であっても、主たる事務所がある都道府県が、定款変更等の事務を行うことができることとなっ
た。
こうした状況に鑑み、法務省が所管する事業を組合員の資格事業に含む２以上の都道府県の
区域にわたる組合に係る事務等についても、都道府県へ権限移譲がされることにより、都道府
県に移譲済みの事務及び権限と併せて、統一的かつ迅速な対応を行うことができ、県民サービ
スの向上に繋がるものと考えられる。

２以上の都道府県の区域にわたる事業協同組合等で
あっても、都道府県で事務手続きを行うことができるこ
とから、事務手続きの負担軽減や手続きに要する日数
の短縮を図ることができる。
また、組合に対する統一的かつ迅速な対応を行うこと
で、県民サービスを向上する効果が期待される。

中小企業等協同組
合法施行令第32
条、中小企業団体
の組織に関する法
律施行令第11条

法務省 山口県、中
国地方知
事会、九州
地方知事
会

大阪府、岡山
県、長崎県、
宮崎県

○事業協同組合が新たに事業を追加する際等には、認可に時間を要することにより事業協同組合への不利益が
ある等の支障が生じている。また、所管行政庁によって提出書類が異なることがあり、事業協同組合側の負担も大
きく、一方で当府でも、各省庁に対して事務処理の進捗状況を確認する作業も発生している。こうした状況を鑑み、
都道府県に権限移譲がされることにより、統一的かつ迅速な対応ができるとともに、認可事務の負担軽減に繋がる
ものと考えられる。

２以上の都道府県の区域にわたる事業協同組合の認可等の事務につ
いては、一元的な処理を行う観点から、所管省庁において行うこととさ
れているところ、仮にその事務を都道府県知事が行うこととする場合、
都道府県において事務負担等の支障が生ずることのないよう関係機
関との十分な調整が必要である。

２以上の都道府県の区域にわたる組合に係る事務等について、都道
府県へ権限移譲がされることにより、都道府県に移譲済みの事務及び
権限と併せて、統一的かつ迅速な対応を行うことができ、県民サービス
の向上に繋がるものと考えられる。
既に、厚生労働省（地方厚生局所管業務）、農林水産省、経済産業省
及び国土交通省（地方運輸局又は地方整備局所管業務）が所管する
事務及び権限が都道府県に移譲されており、現行の体制でも受け入れ
が可能であることを踏まえ、検討を進めていただきたい。

戸籍の届書に記載することとされている「世帯主の氏名」については、
戸籍法令上の事務に使用するものではないところ、出生届について
は、住民基本台帳法第９条第２項及び住民基本台帳法施行令第12条
第２項第１号に基づき、住民票の記載等を行うために「世帯主の氏名」
が必要であることから、届出の記載事項から削除することは困難であ
る。
一方、婚姻届、離婚届、死亡届に係る「世帯主の氏名」の削除につい
ては、関係省庁と協議の上、必要な対応を検討してまいりたい。

○住所地の市町村へ電話照会を行う際は、折り返し電話で対応を行っている。回答の待ち時間が長くなることもあ
り、世帯主氏名の確認に20分以上要している。戸籍には世帯主の氏名は記載されないため、戸籍届書には世帯主
の氏名の記入は不要ではないかと考えている。戸籍届書の記載事項から世帯主の氏名を削除した場合、戸籍の
届出を受付した際の電話照会による世帯主氏名の確認は不要となるため、迅速な戸籍事務処理に繋がると思わ
れる。
○戸籍の処理上、世帯主の情報は不要であり、不必要な情報は省略すべきである。

水戸市、八王
子市、豊中
市、枚方市、
富田林市、吉
野川市、今治
市、大牟田市

茅ヶ崎市総務省、法務
省

住民基本台帳法第
９条第２項、戸籍法
施行規則第55条第
１号、第56条第６
号、第57条第１項第
８号、第58条第７号

戸籍法施行規則に規定されている戸籍届書の記載事
項から世帯主の氏名を削除又は世帯主氏名を確認す
る事務処理を不要とすることで、これまで電話照会で発
生していた事務処理時間がなくなるため、事務処理の
大幅な効率化が図れる。
戸籍の届出にかかる記載項目が削除されることで、届
書に記載する内容を確認するために住民票を取得する
ことが不要になるなど、住民負担が減る。

戸籍法施行規則第55条第
１号、第56条第６号、第57
条第１項第８号、第58条第
７号に規定されている戸籍
届書の記載事項から世帯
主の氏名を削除すること。
又は戸籍の届出を受付し
た市町村及び本籍地市町
村において、戸籍の届書に
記載されている世帯主氏名
を確認する事務処理を不
要とすることを求める。

戸籍法施行
規則に規定さ
れている戸籍
届書の記載
事項からの
世帯主の氏
名の削除又
は戸籍の届
出を受付した
市町村及び
本籍地市町
村における戸
籍届書記載
の世帯主氏
名を確認する
事務処理の
削減

11_その他B　地方に対
する規制緩
和

225 婚姻届、離婚届、死亡届に係る「世帯主の氏名」の削除については、
住民基本台帳事務においても不要であるため速やかな対応を求める。
併せて、今後の検討及び制度改正のスケジュールについてお示しいた
だきたい。
当市では、デジタル社会の実現に向けた重点計画に従い、デジタル３
原則で掲げられるデジタルファーストで業務改革（BPR）に取り組む必
要があると認識している。そのため現行の事務処理で行っている電話
による照会、回答によるアナログな確認方法ではなく、デジタル・オンラ
インによる事務処理をすることが強く求められている。住民基本台帳法
及び住民基本台帳法施行令に基づく出生届について世帯主の氏名を
届出の記載事項から削除することが困難であるならば、出生届を受付
した際に当該出生届に記載されている世帯主を確認するための手段と
して、住所地市町村へ電話で照会し、確認する以外の別の代替手段を
用いて事務の効率化を図っていく必要があるのではないか。当市とし
ては、住民基本台帳法第30条の６に定める項目に「世帯主の氏名」又
は「世帯番号」（団体コード＋世帯番号等）を加え、住民基本台帳ネット
ワークシステム上で世帯の閲覧を可能とすることを求める。住民基本
台帳ネットワークシステム上での閲覧が困難である場合は、出生届を
受付した際に住所地市町村へ記載されている世帯主を確認するため
に電話を用いる以外の代替手段についてお示しいただきたい。

【現行制度について】
戸籍法施行規則において届出の記載事項として世帯主の氏名が規定されている。
【支障事例】
戸籍の届出を受付した市町村は住所地市町村に対し、住民基本台帳法第９条第２項に基づき届
出の記載事項を送付する必要があるが、当市では戸籍の届出を受付してから決裁するまでに最
低数日、長くて２週間程度時間が掛かるため、住所地市町村が通知を受け取った時点で世帯主
が変わっていることが多い。世帯主氏名の情報に意味がなくなっているにも関わらず、戸籍法施
行規則で規定されているため、他市町村に住所がある者から当市に対して戸籍の届出があった
場合は、戸籍の決裁をする中で必ず世帯主氏名を住所地市町村へ電話で確認、照会する作業
が発生し、１件あたり20分程度余計に処理時間を要している。
【制度改正の必要性】
戸籍法施行規則において届出の事項として世帯主氏名が規定されているため、全国の市町村
において、戸籍の届出を受付した市町村は、住所地市町村への電話照会を行っている。電話照
会を行う際は、各市町村が真正性確保のため折り返し対応を行っていることから、相手先に電話
がつながらないことも多く、世帯主氏名の確認を行うために１件あたり20分程度の事務処理時間
が発生している。住所地市町村においても、当該者の住民票情報の検索や折り返し先が市町村
の電話番号で間違いがないかの確認などに事務処理が発生し、回答するために10分程度の事
務処理が発生している。このように日々、無駄な事務処理時間が多く発生している実態がある。
加えて、戸籍の届出をする際、世帯主を確認したいという住民には住民票を取得してもらう必要
があり、住民負担が発生している。また、住民基本台帳法第９条第２項の通知を受けた住所地
市町村において、当該通知により世帯主の氏名を住民票に記載することが想定されないため、
当市では住所地市町村に世帯主氏名を通知に記載しておらず、戸籍の届出を受付した際の電
話照会による世帯主氏名の確認は不要である。
【支障の解決策】
戸籍法施行規則第55条第１号、第56条第６号、第57条第１項第８号、第58条第７号の世帯主の
氏名を記載事項とする号を削除すること又は世帯主氏名を確認する事務処理を不要とすること
を求める。
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措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

対応方針の措置（検討）状況

－ 【全国知事会】
中小企業等協同組合法を所管する関係省庁との前向きな検討を求め
る。

仮に２以上の都道府県の区域にわたる事業協同組合の認可等の事務
を都道府県知事が行うこととする場合、事務負担の観点から提案団体
以外の都道府県においても当該事務を実施することに支障がないよう
十分調整していただく必要がある。

４【法務省】
（１）中小企業等協同組合法（昭24法181）及び中小企業団体の組織に関する法
律（昭32法185）
事業協同組合等に係る認可等の事務・権限（二以上の都道府県の区域にわた
る事業協同組合等であって法務省の所管に係るものに関する事務・権限に限
る。）については、都道府県に移譲する方向で、移譲後も実効性のある監督体制
が整備できるか確認しつつ、関係する都道府県が連携する仕組みを整備するこ
と等について検討し、令和４年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

政令 未定 都道府県に対して権限移譲に係るア
ンケート調査を実施した。その結果を
踏まえ、権限を都道府県に移譲する
との結論を得た。

改正政令の施行時期等について、
関係省庁及び都道府県と協議し、政
令改正に向けた準備を進める。

５【法務省】
（１）戸籍法（昭22法224）
（ⅲ）婚姻、離婚及び死亡の届書における世帯主の氏名の記載（施行規則56条
６号、57条１項８号及び58条７号）については、削除することを検討し、令和４年
度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

デジタル手続法の１０号施行日以降
（令和６年度中を目途）に、戸籍法施
行規則を改正し、婚姻、離婚及び死
亡の届書における世帯主の氏名の
記載（施行規則56条６号、57条１項８
号及び58条７号）を削除する。

「世帯主の氏名」を削除することにつ
いて、市区町村に対しヒアリングを
行ったところ、現状において、世帯主
の氏名の記載を求めることを前提に
運用を行っている市区町村が相当数
存在していることが確認された。
上記情報の主要な利用目的として
は、住民基本台帳法第９条第２項の
通知（以下、「９条２項通知」という。）
が挙げられるところ、デジタル手続法
の１０号施行日以降、９条２項通知
が電子化され、自動送信される予定
であり、職員が世帯主の氏名等を確
認して９条２項通知の送付の判断を
行うという現在の運用が変更される
ことから、９条２項通知の電子化後
の運用状況を注視しつつ、戸籍法施
行規則改正を行うことが市町村の混
乱を最小限に抑える観点から最適で
あると判断した。

令和６年度中を目途に公布・施行施行規則の改正届書を業務に利用している関係省庁にも念のため確認の上、「世帯主
の氏名」を削除しても差し支えないことが確認できれば、本年度中を目
途に戸籍法施行規則及び関連する通達を改正することとしたい。
また、住民基本台帳ネットワークシステム（以下「住基ネット」という。）
は、本人確認のための仕組みであり、本人確認情報とは異なる「世帯
に関する情報」を住基ネットから提供することはできない。したがって、
出生届の届出の際に住基ネットを用いて、届書の「世帯主の氏名」欄
に記載された者が世帯主であることは確認できないが、その者の氏名
や住所の正確性を確認する行為であれば、住民基本台帳法（以下
「法」という。）第９条第２項による通知に関する事務であると解され、法
第30条の10第１項第３号及び第30条の12第１項第３号の規定における
「住民基本台帳に関する事務の処理」に該当すると解されることから、
住基ネットを活用することが可能である。

－－


	04法務省

